	

（様式１）
令和８年　月　日

参加意思表明書

地方独立行政法人神奈川県立福祉機構 理事長　殿

所　在　地
法　人　名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　

「地方独立行政法人神奈川県立福祉機構利用者関連システム再構築支援業務に関する公募型プロポーザル募集要項」に基づき、参加意思表明書を提出します。
また、私は、プロポーザル参加資格審査申請に当たり本業務委託に係る募集要項記載の参加資格に該当する者であることを申し出ます。
必要な資格を満たしていないことが判明した時は、提案内容が失格となり、契約解除に伴う違約金の支払い、入札参加資格停止等の措置を受けても、異議申し立てません。

（責任者連絡先）
所属　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役職名　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ番号　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（担当者連絡先）
所属　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役職名　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ番号　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式２）
団　体　・　会　社　概　要　書

令和８年　月　日現在
	名称又は商号
	

	所在地
	本社等

	


	
	本業務を受託する支社等
	

	創業年・開設年
	

	資本金等
	

	前期年間売上等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	常勤従業員
・職員数
	


	
業務内容
（

	（本委託業務に関連する業務内容を記載してください。）


	その他特記事項
	



※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。



（様式３）
実績一覧表

	募集要項５参加資格（４）（５）に関する実績について記入してください。

（４）過去５年以内に、障害者支援施設を運営する地方独立行政法人、独立行政法人、地方公共団体又は社会福祉法人等において、障害者支援施設の情報システム構築に係る基本計画の策定、要件定義、調達仕様書等の作成に関する業務を行った実績を有すること。
（５）（４）の業務において、プロジェクトの計画・遂行に責任を負うプロジェクトの管理者として、受注者の正規雇用者を従事させた実績を有すること。
※１　複数の実績がある場合は、都道府県での事業実績を優先して記載してください。
※２　記載した案件の契約書の写し（事業名、発注者、事業内容及び受注期間が分かる部分のみでよい）及びプロジェクト管理者が分かる書類の写し（施行体制図等）を添付してください。

	事業
年度
	事業名
（発注者）
	事業内容
（受注期間）
	プロジェクト管理者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※欄が不足する場合は適宜追加してください。







※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。スペースが不足する場合は、別紙を追加すること。


（様式４）

令和８年　月　日

質　問　票

　件名「地方独立行政法人神奈川県立福祉機構利用者関連システム再構築支援業務」に関する質問を提出します。

	団体名（商号）
	

	担当部署・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	



	No.
	該当資料
	頁・項番等
	質問内容

	1
	
	
	





	2
	
	
	





	3
	
	
	





	4
	
	
	






（注）用紙が不足する場合は、複数枚の提出も可とします。


（様式５）

令和８年　月　日

提案書等提出書（表紙）


地方独立行政法人神奈川県立福祉機構理事長　殿

所在地

団体名（商号）

代表者
役職名

氏　名


「地方独立行政法人神奈川県立福祉機構利用者関連システム再構築支援業務に関する公募型プロポーザル募集要項」に基づき、次のとおり提案書等を提出します。


【提出資料名・概要など】


　
　


担当者連絡先
(所属名)
(役職名)
(担当者名)
(電　    　話)
(メールアドレス)


（様式６）
企画提案書（業務実施体制にかかる提案）

（提案項目）
業務を効果的、効率的に遂行するための実施体制（作業工程管理表や体制図）を、評価視点を踏まえて記入してください。

（評価視点のポイント）
業務を効果的、効率的に遂行するための作業工程管理表や体制図等が示され、プロジェクト管理者１名、その他本事業を遂行するために必要な人員を配置していること。また、プロジェクト管理者については、本業務に類似する過去の受注業務においてプロジェクト管理者に相当する役割を担った実績を持つ者であることが望ましい。





























※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整する　ことは可能です。スペースが不足する場合は、別紙を追加してください。
（様式７）
企画提案書（関連業務の実績等にかかる提案）

（提案項目）
本業務に類する業務を受注・実施した実績等を、評価視点を踏まえて記入してください。
※様式３「実績一覧表」に記載した事業をもとに、各事業の実績の詳細を記載してください。

（評価視点のポイント）
令和３年度～令和７年度で実施した障害者支援施設を運営する地方独立行政法人、独立行政法人、地方公共団体又は社会福祉法人等において、障害者支援施設の情報システム構築に係る基本計画の策定、要件定義、調達仕様書等の作成に関する業務について、受注実績（事業年度、事業名、事業内容、対象となった自治体、事業規模（契約金額）等）を具体的に示すこと。また、受注実績については複数あることが望ましい。




























※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整する　ことは可能です。スペースが不足する場合は、別紙を追加してください。

（様式８）
企画提案書（次期システムの費用積算にかかる提案）

（提案項目）
次期システムの費用積算するにあたり、実現可能性及び費用面の比較検討の工夫について、評価視点を踏まえて記入してください。

（評価視点のポイント）
多様化する開発及び導入手法をわかりやすい比較検討結果で示していること。その際、本委託内で実施される情報提供依頼（ＲＦＩ）の結果を踏まえて、わかりやすく費用積算できる工夫が提案されていることが望ましい。





























※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整する　ことは可能です。スペースが不足する場合は、別紙を追加してください。


（様式９）
企画提案書（仕様書等の作成にかかる提案）

（提案項目）
仕様書等作成の手法や工夫について、評価視点を踏まえて記入してください。

（評価視点のポイント）
次期システムの要件定義書、調達仕様書及び構築事業者選定のために必要な落札者決定基準素案が示されていること。その際、現行業務やシステムからの変更点をわかりやすい形で表現するための工夫が提案されていることが望ましい。






























※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整する　ことは可能です。スペースが不足する場合は、別紙を追加してください。

